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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 772,272 15.5 41,573 69.9 49,508 47.4 29,564 75.3
25年3月期 668,494 △2.7 24,463 3.1 33,580 35.5 16,867 79.8

（注）包括利益 26年3月期 38,096百万円 （54.6％） 25年3月期 24,638百万円 （176.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 49.35 49.26 14.5 6.8 5.4
25年3月期 28.17 28.12 9.4 4.7 3.7

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 1,098百万円 25年3月期 364百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 721,748 249,797 30.4 365.85
25年3月期 735,102 219,285 25.7 315.15

（参考） 自己資本 26年3月期 219,195百万円 25年3月期 188,747百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 67,238 △26,065 △45,533 55,127
25年3月期 36,075 △23,447 △24,517 57,357

2. 配当の状況 

（注）平成27年３月期（予想）の第２四半期末配当5.00円には、平成26年10月１日付の日本ポリウレタン工業株式会社との合併について株主総会の承認を前提と
して、合併記念配当2.00円を含んでおります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 3,597 21.3 2.0
26年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 3,598 12.2 1.8
27年3月期(予想) ― 5.00 ― 3.00 8.00 9.2

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 390,000 6.7 17,000 △7.0 16,000 △31.9 10,000 △29.1 16.69
通期 810,000 4.9 46,000 10.6 45,000 △9.1 52,000 75.9 86.79



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 601,161,912 株 25年3月期 601,161,912 株
② 期末自己株式数 26年3月期 2,017,728 株 25年3月期 2,257,596 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 599,090,371 株 25年3月期 598,694,767 株

（参考）個別業績の概要 

平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 516,443 16.0 29,792 66.8 38,830 35.4 25,427 71.9
25年3月期 445,113 △2.7 17,860 16.8 28,682 41.3 14,793 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 42.40 42.32
25年3月期 24.68 24.63

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 483,008 152,720 31.6 254.19
25年3月期 497,850 129,672 26.0 215.83

（参考） 自己資本 26年3月期 152,454百万円 25年3月期 129,394百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 連結業績予想は、本資料の発表日現在に入手可能な情報に基づいております。従いまして今後の国内外の経済情勢や予測不可能な要素等により、実際の
業績は現在予測している数値と大幅に異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３ページをご参照ください。 
 
（決算補足説明資料の入手方法） 
平成26年５月14日（水）に、決算説明資料を当社ホームページに掲載いたします。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

  

当期のわが国経済は、デフレ脱却と経済再生への実現に向けた政府による金融・財政政策効果の波及により、円

安・株高に転じる等金融市場は好転し、企業の景況感や雇用・所得環境が広がりを伴いつつ改善する中で、設備投資

は回復基調を強め、個人消費においても底堅く推移する等、実体経済面においても自律的回復に向けた動きが顕現化

してまいりました。 

このような情勢下、当社グループの連結業績は、南陽事業所第二塩化ビニルモノマー製造設備事故の影響軽減及び

ナフサ等の原燃料価格の上昇に伴う国内販売価格への転嫁並びに為替相場が円安に転じたことによる輸出価格の改善

等により、売上高は7,722億72百万円と前期に比べ1,037億78百万円（15.5％）の増収となりました。営業利益につき

ましては、販売数量増や交易条件の改善等により、415億73百万円と前期に比べ171億９百万円（69.9％）の増益とな

りました。また、経常利益は、為替差益の発生等により、495億８百万円と前期に比べ159億28百万円（47.4％）の増

益となりました。この結果、当期純利益は、295億64百万円と前期に比べ126億96百万円（75.3％）の増益となりまし

た。 

  

  

事業別の概況は次のとおりです。 

  

  

石 油 化 学 事 業 

  

エチレン及びプロピレン等のオレフィン製品の出荷は総じて増加し、ナフサ価格等の上昇を反映して製品価格は上

昇いたしました。また、キュメンについては円安及び海外市況の上昇に伴い輸出価格が改善いたしました。 

ポリエチレン樹脂は、太陽電池市場の回復によりエチレン酢酸ビニルコポリマーの出荷が増加いたしました。ま

た、ナフサ価格の上昇を受け、国内製品価格の是正を実施いたしました。クロロプレンゴム及びクロロスルホン化ポ

リエチレンは、海外の需要回復により出荷が増加し、円安に伴い輸出価格が改善いたしました。 

この結果、売上高は前期に比べ358億17百万円（19.1％）増加し2,234億58百万円となり、営業利益は前期に比べ42

億45百万円（40.3％）増加し147億89百万円となりました。 

  

  

ク ロ ル ・ ア ル カ リ 事 業 

  

苛性ソーダは、国内出荷、輸出ともに減少し、海外市況は軟化いたしました。塩化ビニルモノマー及び塩化ビニル

樹脂は、塩化ビニルモノマーの生産数量の回復に伴い出荷が増加し、円安及び海外市況の上昇により輸出価格が改善

いたしました。なお、塩化ビニル樹脂については、ナフサ価格の上昇を受け、国内製品価格の是正を実施いたしまし

た。 

セメントは、震災による復旧復興工事の旺盛な需要により、出荷は増加いたしました。 

ウレタン原料は、出荷が増加し、円安に伴い輸出価格が改善いたしました。 

この結果、売上高は前期に比べ489億81百万円（20.6％）増加し2,862億69百万円となり、営業利益は前期に比べ54

億80百万円増加し38億74百万円となりました。 

  

  

機 能 商 品 事 業 

  

エチレンアミンは、事業採算を改善するための生産調整を実施したことにより、出荷が減少しましたが、販売価格

の是正及び円安に伴い製品価格は改善いたしました。臭素及び臭素系難燃剤は、出荷が増加いたしました。 

計測関連商品は、液体クロマトグラフィー用充填剤の出荷が増加いたしました。診断関連商品は、全自動エンザイ

ムイムノアッセイ装置及び体外診断用医薬品の出荷が増加いたしました。 
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電解二酸化マンガンは、乾電池及び二次電池向けの出荷が増加し、円安に伴い輸出価格が改善いたしました。ハイ

シリカゼオライトは、石油化学及び自動車排ガス触媒向けの出荷が増加いたしました。ジルコニアは、歯科材料向け

の出荷が増加いたしました。 

この結果、売上高は前期に比べ216億78百万円（16.5％）増加し1,534億25百万円となり、営業利益は前期に比べ102

億43百万円（114.1％）増加し192億25百万円となりました。 

  

  

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業 

  

水処理事業においては、海外では電子産業分野を中心に順調に推移しましたが、国内では電力分野をはじめとする

産業全般で設備投資やメンテナンス、改造工事の延期等により売上高は減少いたしました。 

建設子会社の売上高は増加いたしました。 

この結果、売上高は前期に比べ41億77百万円（5.7％）減少し685億62百万円となり、営業利益は前期に比べ31億２

百万円（71.1％）悪化し12億58百万円となりました。 

  

  

そ の 他 事 業 

  

商社及び物流子会社の売上高は増加いたしました。 

この結果、売上高は前期に比べ14億77百万円（3.8％）増加し405億55百万円となり、営業利益は前期に比べ２億41

百万円（11.1％）増加し24億25百万円となりました。 

  

  

 ＜次期の見通し＞ 

  

今後の見通しにつきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により、景気が落ち込む局面が想定さ

れるものの、政府による経済政策効果の下支え並びに海外経済の回復等を背景に、企業収益や雇用・所得環境の改善

が継続することが期待されております。しかしながら、海外経済の下振れが引き続きわが国の景気を下押しするリス

クとなっております。 

このような環境の下、販売数量の拡大、適正価格の維持、コスト低減等、収益力の強化に向けてあらゆる施策を実

施してまいります。 

平成27年３月期の連結業績予想につきましては、売上高は8,100億円、営業利益は460億円、経常利益は450億円、当

期純利益は520億円と予想しております。業績予想における前提条件につきましては、国産ナフサ価格70,000円/Ｋ

Ｌ、為替レートを100円/ＵＳ＄としております。 

なお、連結業績予想には、平成26年10月の日本ポリウレタン工業株式会社との合併を前提として、同社から引き継

ぐ繰越欠損金等の一時差異に係る繰延税金資産の計上等による税金費用の減少240億円を織り込んでおります。実際の

税金費用の減少額は、同社から引き継ぐ一時差異の状況や合併後における繰延税金資産の回収可能性の判断等により

大きく異なる可能性があります。 

  

（注）日本ポリウレタン工業株式会社は同社の個別決算において固定資産の減損処理を実施していますが、当社の

連結決算では減損していないものとして取り扱っております。これにより、個別決算においては合併期日に同社の資

産・負債を受け入れる際に100億円程度の特別利益（減損固定資産の受入益）の計上が見込まれますが、当該特別利益

については連結決算では消去されるため連結業績には影響いたしません。 
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（２）財政状態に関する分析 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

総資産は、受取手形及び売掛金、有形固定資産の減少等により、前期末に比べ133億53百万円減少し7,217億48百万

円となりました。 

負債は、有利子負債の減少等により、前期末に比べ438億65百万円減少し4,719億51百万円となりました。 

純資産は、当期純利益の計上等により、前期末に比べ305億12百万円増加し2,497億97百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物は、前期末に比べ22億30百万円減少し、551億27百

万円となりました。 

  

営業活動によるキャッシュ・フローは、672億38百万円の収入となりました。税金等調整前当期純利益の増加、売上

債権の減少等により、前期に比べ311億62百万円収入が増加いたしました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、260億65百万円の支出となりました。投資有価証券の取得による支出額の増

加等により、前期に比べ26億18百万円支出が増加いたしました。 

この結果、フリー・キャッシュ・フローは前期に比べ285億44百万円収入が増加し、411億72百万円の収入となりま

した。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、455億33百万円の支出となりました。借入金の返済額の増加等により、前期

に比べ210億15百万円支出が増加いたしました。 

  

なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   

  

（注）自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

  

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

 

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率 22.0％ 22.7％ 24.1％ 25.7％ 30.4％ 

時価ベースの自己資本比率 19.3％ 24.6％ 19.4％ 21.3％ 33.0％ 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率 

4.7 7.3 6.2 9.0 4.3 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ 

12.2 8.9 11.4 8.3 17.5 
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２．企業集団の状況 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

  

当社グループは、さらなる企業基盤の強化を目指すとともに、地球の未来を視野に入れつつ「化学の革新を通し

て、幸せを実現し、社会に貢献する」を企業理念に掲げ、この理念を実現し、企業価値を継続的に向上させるため経

営環境の変化に迅速に対応し、公正で透明性の高い企業経営を行い、真の国際競争力を背景にグローバルに事業を展

開する企業となることを目指しております。 

  

（２）会社の対処すべき課題 

  

当社の取り組むべき 大の課題は、「安全」を確保し、収益を増加させる事でございます。安全が企業存続の前提

条件であると認識し、策定した「安全改革指針」に基づき全社一丸となって取り組んでまいります。 

  

 各事業分野に関する課題は次のとおりです。 

  

石油化学事業ではオレフィン製品において、ナフサクラッカーの競争力強化に向け、事業環境に柔軟に対応した生

産・販売体制の構築やブタジエン抽出原料であるＣ4留分を始めとするクラッカー留分の高付加価値化を図ってまいり

ます。また、外部購入するエチレン及びベンゼンについては、安定量の確保に万全を尽くすとともに、より競争力の

ある価格条件で調達できるように努めてまいります。ポリエチレン製品については、コスト競争力の高い中東品の流

入拡大や北米シェールガス由来のポリエチレン新増設によるアジア域内の需給環境の悪化が懸念されるため、引き続

き高付加価値分野への取り組みを強化してまいります。合成ゴム等の機能性ポリマー製品においては、コスト削減、

得意分野における更なる技術力の強化、高付加価値化、差別化及び特色のある機能性ポリマーの創出により収益力の

強化に努めてまいります。 

クロル・アルカリ事業では、強力なインフラをベースとした苛性ソーダ、塩化ビニルモノマー、塩化ビニル樹脂、

ジフェニルメタン・ジイソシアネート（ＭＤＩ）からなるビニル・イソシアネート・チェーン事業の更なる 適化・

効率化を推進することによって、コスト競争力を高め収益力の強化に努めてまいります。具体的には、100％子会社で

ある日本ポリウレタン工業株式会社との合併（平成26年10月）に向けて準備を進めてまいります。イソシアネート事

業については今後競争激化が予想され、大きな事業環境の変化に対応できる強固な経営基盤を確立するためには、当

社と日本ポリウレタン工業株式会社が合併することにより、迅速な経営判断が可能となる体制を構築するとともに、

アニリン等のイソシアネート原料からイソシアネート製品、誘導品までのウレタン事業の一貫体制の確立、本社並び

に南陽事業所の一元化による運営、今後の研究体制の再編等による経営の効率化等を図ることが必要であると判断い

たしました。また、第三塩化ビニルモノマー製造設備の能力増強工事（平成26年11月完了予定）を実施中でありま

す。これにより、平成23年度の事故後生産余力が生じている電解製造設備の稼働率を向上させ苛性ソーダの増販効果

と合わせ、収益力の向上に努めてまいります。 

機能商品事業では、バイオサイエンス・有機化成品・高機能材料事業において、それぞれの事業分野で主導的地位

を保持する商品群の規模の拡大、並びに新たな製品の創出を加速し、安定した収益力の向上に努めてまいります。具

体的には、有機化成品事業分野では、ウレタン樹脂を製造する際に大気や土壌等の汚染原因物質となる揮発性有機化

合物（ＶＯＣ）が発生しない、アミン系環境対応型ウレタン発泡触媒製造設備を新設（平成26年11月完了予定）いた

します。これにより、アミン事業の拡大に取り組んでまいります。また、高機能材料事業では、東ソー日向株式会社

での化学合成法マンガン酸化物製造設備の新設（平成25年３月完了）や当社四日市事業所でのハイシリカゼオライト

の能力増強工事（平成25年３月完了）を実施するとともに、ハイシリカゼオライトについては旺盛な需要に対応する

ため、当社南陽事業所において、更なる能力増強工事（平成26年９月完了予定）を実施中であります。今後も生産能

力の拡大を通じ、成長が見込まれる市場でのプレゼンスを高めながら世界トップクラスのシェア獲得を目指してまい

ります。また、トーソー・ＳＭＤ，Ｉｎｃ（米国オハイオ州）では、半導体市場における次世代ウエハーサイズであ

る450ｍｍ用スパッタリングターゲットの製造設備の新設工事（平成26年12月完了予定）を実施中であります。これら

の取り組みを通じて、高機能材料事業の更なる収益力強化を図ってまいります。 
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エンジニアリング事業ではオルガノグループにおいて、市場構造の変化に合わせ事業ポートフォリオを転換すべ

く、医薬、飲料・食品等の一般産業分野への営業展開の強化及び中小規模案件を中心とした排水事業の拡大を志向す

るとともに、海外では需要の拡大が見込まれる東南アジアを中心に事業展開の強化を図ってまいります。また、平成

26年４月には経営資源の集中と効率化並びに市場での競争力強化による中長期的な事業拡大を目的として、オルガノ

グループはオルガノの完全子会社７社の吸収合併を中心とした再編を行うことといたしました。これらの取り組みを

通じて、水処理事業分野における顧客のあらゆるニーズに対して、ワン ストップ ソリューション（One Stop 

Solutions）が提供できる企業グループの実現を目指してまいります。また、建設及び環境関連事業においては、技術

やサービスの向上に努め、満足度の高いサービスの提供を実現することにより、事業の発展並びに地域社会への貢献

を目指してまいります。 

  

当社グループが、ステークホルダーの皆様から信頼され、かつ、より豊かな収益力を持てるよう、経営を進めてま

いります。 

 さらに、当社の環境・安全・健康基本理念に則り、今後も引き続き循環型社会の一員として、環境・安全に配慮

し、社会に貢献できる企業としての活動も続けてまいります。 

 

東ソー株式会社（4042）　平成26年３月期　決算短信

- 7 -



４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 57,583 55,183 

    受取手形及び売掛金 198,289 188,431 

    リース投資資産 7,902 9,312 

    商品及び製品 81,910 84,852 

    仕掛品 10,180 7,549 

    原材料及び貯蔵品 36,649 37,241 

    繰延税金資産 7,010 8,673 

    その他 12,347 11,676 

    貸倒引当金 △760 △954 

    流動資産合計 411,110 401,966 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 66,743 64,917 

      機械装置及び運搬具（純額） 85,078 81,251 

      土地 73,325 73,273 

      建設仮勘定 10,843 8,555 

      その他（純額） 4,555 4,597 

      有形固定資産合計 240,545 232,595 

    無形固定資産 2,393 2,955 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 41,940 48,974 

      長期貸付金 617 387 

      長期前払費用 10,144 8,285 

      繰延税金資産 4,201 5,099 

      退職給付に係る資産 - 15,714 

      その他 24,568 6,196 

      貸倒引当金 △420 △428 

      投資その他の資産合計 81,052 84,230 

    固定資産合計 323,991 319,781 

  資産合計 735,102 721,748 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 114,516 103,907 

    短期借入金 203,294 182,767 

    1年内償還予定の社債 16 8 

    未払法人税等 11,008 12,683 

    賞与引当金 5,963 6,389 

    その他の引当金 1,996 4,691 

    その他 29,665 30,189 

    流動負債合計 366,460 340,636 

  固定負債     

    社債 8 - 

    長期借入金 122,677 103,428 

    繰延税金負債 4,865 4,629 

    退職給付引当金 17,323 - 

    役員退職慰労引当金 328 317 

    事業整理損失引当金 962 636 

    その他の引当金 1,350 580 

    退職給付に係る負債 - 20,341 

    その他 1,839 1,380 

    固定負債合計 149,356 131,314 

  負債合計 515,816 471,951 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 40,633 40,633 

    資本剰余金 30,053 30,053 

    利益剰余金 120,503 146,437 

    自己株式 △778 △693 

    株主資本合計 190,412 216,431 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 4,926 6,166 

    繰延ヘッジ損益 △2 2 

    土地再評価差額金 532 532 

    為替換算調整勘定 △7,122 △889 

    退職給付に係る調整累計額 - △3,048 

    その他の包括利益累計額合計 △1,664 2,763 

  新株予約権 277 266 

  少数株主持分 30,260 30,335 

  純資産合計 219,285 249,797 

負債純資産合計 735,102 721,748 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 668,494 772,272 

売上原価 549,913 629,779 

売上総利益 118,580 142,492 

販売費及び一般管理費 94,117 100,919 

営業利益 24,463 41,573 

営業外収益     

  受取利息 170 255 

  受取配当金 800 691 

  為替差益 5,935 3,962 

  持分法による投資利益 364 1,098 

  固定資産賃貸料 482 396 

  受取技術料 223 221 

  受取保険金 7,022 4,844 

  その他 817 1,057 

  営業外収益合計 15,817 12,528 

営業外費用     

  支払利息 4,263 3,579 

  
塩化ビニルモノマー製造設備停止に係る費
用 

1,313 - 

  その他 1,124 1,013 

  営業外費用合計 6,701 4,593 

経常利益 33,580 49,508 

特別利益     

  固定資産売却益 76 341 

  投資有価証券売却益 433 8 

  損害賠償金収入 232 - 

  特別利益合計 742 349 

特別損失     

  固定資産売却損 18 453 

  固定資産除却損 788 1,340 

  投資有価証券評価損 465 60 

  減損損失 1,426 469 

  特別損失合計 2,699 2,323 

税金等調整前当期純利益 31,623 47,534 

法人税、住民税及び事業税 14,799 19,213 

法人税等調整額 △1,346 △1,698 

法人税等合計 13,453 17,515 

少数株主損益調整前当期純利益 18,170 30,018 

少数株主利益 1,302 454 

当期純利益 16,867 29,564 
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連結包括利益計算書  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 18,170 30,018 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,874 1,256 

  繰延ヘッジ損益 △2 4 

  為替換算調整勘定 3,419 6,288 

  持分法適用会社に対する持分相当額 177 528 

  その他の包括利益合計 6,468 8,078 

包括利益 24,638 38,096 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 22,922 37,040 

  少数株主に係る包括利益 1,716 1,056 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

   

  

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 40,633 30,053 109,047 △946 178,788 

当期変動額   

剰余金の配当   △5,394 △5,394 

当期純利益   16,867 16,867 

自己株式の取得   △6 △6 

持分率変動による 

自己株式の減少高 
  101 101 

自己株式の処分   △16 72 55 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 ― ― 11,455 167 11,623 

当期末残高 40,633 30,053 120,503 △778 190,412 
 

  

その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 1,938 △2 888 △10,544 △7,719 258 28,870 200,197 

当期変動額     

剰余金の配当     △5,394 

当期純利益     16,867 

自己株式の取得     △6 

持分率変動による 

自己株式の減少高 
    101 

自己株式の処分     55 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
2,987 0 △355 3,422 6,054 19 1,389 7,464 

当期変動額合計 2,987 0 △355 3,422 6,054 19 1,389 19,087 

当期末残高 4,926 △2 532 △7,122 △1,664 277 30,260 219,285 
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  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

当期首残高 40,633 30,053 120,503 △778 190,412 

当期変動額  

剰余金の配当  △3,598 △3,598 

当期純利益  29,564 29,564 

自己株式の取得  △33 △33 

持分率変動による 

自己株式の減少高 
 △0 △0 

自己株式の処分  △32 118 86 

連結範囲の変動     1 1 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 

当期変動額合計 ― ― 25,934 85 26,019 

当期末残高 40,633 30,053 146,437 △693 216,431 
 

  

その他の包括利益累計額 

新株予約権 
少数株主 

持分 
純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付 

に係る 

調整累計額

その他の 

包括利益 

累計額合計

当期首残高 4,926 △2 532 △7,122 ― △1,664 277 30,260 219,285 

当期変動額      

剰余金の配当      △3,598 

当期純利益      29,564 

自己株式の取得      △33 

持分率変動による 

自己株式の減少高 
     △0 

自己株式の処分      86 

連結範囲の変動                 1 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
1,239 4 ― 6,232 △3,048 4,428 △10 74 4,492 

当期変動額合計 1,239 4 ― 6,232 △3,048 4,428 △10 74 30,512 

当期末残高 6,166 2 532 △889 △3,048 2,763 266 30,335 249,797 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 31,623 47,534 

  減価償却費 36,942 34,677 

  減損損失 1,426 469 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 44 - 

  退職給付に係る資産負債の増減額 - 665 

  受取利息及び受取配当金 △971 △947 

  支払利息 4,263 3,579 

  為替差損益（△は益） △327 235 

  持分法による投資損益（△は益） △364 △1,098 

  投資有価証券評価損益（△は益） 465 60 

  固定資産売却損益（△は益） △58 112 

  固定資産除却損 788 1,340 

  売上債権の増減額（△は増加） △30,446 15,320 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △5,008 3,178 

  仕入債務の増減額（△は減少） 17,731 △17,194 

  その他 △7,452 463 

  小計 48,657 88,397 

  利息及び配当金の受取額 1,167 1,098 

  利息の支払額 △4,348 △3,831 

  法人税等の支払額 △9,400 △18,425 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 36,075 67,238 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  固定資産の取得による支出 △24,022 △24,361 

  固定資産の売却による収入 119 2,267 

  投資有価証券の取得による支出 △1,331 △3,586 

  投資有価証券の売却及び償還による収入 46 13 

  関係会社株式の売却による収入 1,973 105 

  貸付けによる支出 △7,139 △5,076 

  貸付金の回収による収入 7,246 6,116 

  その他 △339 △1,544 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △23,447 △26,065 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 2,923 △6,228 

  長期借入れによる収入 30,965 18,677 

  長期借入金の返済による支出 △52,499 △53,859 

  社債の償還による支出 △16 △16 

  配当金の支払額 △5,376 △3,596 

  少数株主への配当金の支払額 △414 △388 

  その他 △99 △121 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △24,517 △45,533 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,724 2,023 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,164 △2,337 

現金及び現金同等物の期首残高 67,359 57,357 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 163 106 

現金及び現金同等物の期末残高 57,357 55,127 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

  
(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指

針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び

負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る資産及び負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しておりま

す。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が20,341百万円、退職給付に係る資産が15,714百万円

計上されております。また、繰延税金資産が1,612百万円増加し、その他の包括利益累計額が3,048百万円、少数株主

持分が435百万円減少しております。 

 なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  
(連結貸借対照表関係) 

  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

配当に関する事項 

 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   

 

  （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

有形固定資産の減価償却累計額 814,809 百万円    841,486 百万円 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成26年５月９日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 1,799 ３ 平成26年３月31日 平成26年６月６日 
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(セグメント情報等) 

（セグメント情報） 

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行っている対象となっているものであります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業セクターを置き、各事業セクターは取り扱う製品・サービスについて国

内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業セクターを基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「石油化学」、

「クロル・アルカリ」、「機能商品」、「エンジニアリング」の４つの報告セグメントとしております。 

「石油化学」は、エチレン・プロピレン等オレフィン製品、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン及び樹脂

加工製品、機能性ポリマー等の製造販売をしております。「クロル・アルカリ」は、苛性ソーダ、塩化ビニルモノ

マー、塩化ビニル樹脂、無機・有機化学品、セメント、ウレタン原料等の製造販売をしております。「機能商品」

は、無機・有機ファイン製品、計測・診断商品、電子材料（石英ガラス、スパッタリングターゲット）、機能材料

等の製造販売をしております。「エンジニアリング」は水処理装置の製造販売及び建設・修繕等の事業を行ってお

ります。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は、主に市

場価格や製造原価に基づいております。 
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

(単位：百万円) 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送・倉庫、検査・分析、情報

処理事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

３ セグメント資産の合計額は、連結貸借対照表の資産合計と一致しております。 

４ セグメント資産の調整額31,525百万円の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

(単位：百万円) 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送・倉庫、検査・分析、情報

処理事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

３ セグメント資産の合計額は、連結貸借対照表の資産合計と一致しております。 

４ セグメント資産の調整額25,957百万円の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

 

  報告セグメント 

その他 計 調整額 
連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

売 上 高               
(1)外部顧客に対する 

売上高 
187,641 237,287 131,746 72,740 39,077 668,494 ― 668,494 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

86,810 27,788 13,168 8,638 41,354 177,760 △177,760 ― 

計 274,451 265,076 144,915 81,379 80,431 846,254 △177,760 668,494 

セグメント利益又は 
損失（△） 

10,543 △1,606 8,981 4,360 2,183 24,463 ― 24,463 

セグメント資産 124,158 289,038 163,075 94,980 32,323 703,576 31,525 735,102 

その他の項目       
減価償却費 4,460 14,911 11,158 1,247 1,707 33,484 1,526 35,011 
のれんの償却額 4 0 ― △1 ― 2 ― 2 
持分法適用会社への 
投資額 

970 5,414 5,923 1,768 1,361 15,437 ― 15,437 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

2,884 8,313 12,863 908 1,096 26,066 124 26,191 
 

  報告セグメント 

その他 計 調整額 
連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

売 上 高                 
(1)外部顧客に対する 

売上高 
223,458 286,269 153,425 68,562 40,555 772,272 ― 772,272 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

109,618 28,578 14,336 7,827 44,603 204,964 △204,964 ― 

計 333,076 314,848 167,762 76,390 85,158 977,236 △204,964 772,272 

セグメント利益 14,789 3,874 19,225 1,258 2,425 41,573 ― 41,573 

セグメント資産 122,087 289,547 166,937 87,626 29,592 695,791 25,957 721,748 

その他の項目       
減価償却費 3,821 14,036 10,920 1,155 1,297 31,231 595 31,827 
のれんの償却額 ― △0 ― 76 ― 75 ― 75 
持分法適用会社への 
投資額 

868 6,102 6,570 1,848 1,613 17,003 ― 17,003 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

1,766 12,783 7,395 540 929 23,415 286 23,701 
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（関連情報） 

  

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

  

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(単位：百万円)  

 （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。 

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

  

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(単位：百万円)  

 （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略してお

ります。 

  

 

日本 
アジア 

その他地域 計 
中国 その他 

425,201 75,699 100,911 66,682 668,494 
 

日本 
アジア 

その他地域 計 
中国 その他 

458,655 110,150 124,237 79,230 772,272 
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（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

(単位：百万円)  

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

(単位：百万円)  

  

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

(単位：百万円)  

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

(単位：百万円)  

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

該当事項はありません。 

  

 

  報告セグメント 

その他 計 
全社・ 
消去 

連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

減損損失 8 50 285 145 875 1,364 61 1,426 
 

  報告セグメント 

その他 計 
全社・ 
消去 

連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

減損損失 17 96 281 27 0 423 45 469 
 

  報告セグメント 

その他 計 
全社・ 
消去 

連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

のれん未償却残高 ― ― ― 4 ― 4 ― 4 
 

  報告セグメント 

その他 計 
全社・ 
消去 

連結財 
務諸表 
計上額 石油化学 

クロル・
アルカリ 

機能商品 
エンジニ
アリング 

のれん未償却残高 ― ― ― 432 ― 432 ― 432 
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(１株当たり情報) 

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定め

る経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、5.09円減少しております。 

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  （自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日 

    至 平成25年３月31日）   至 平成26年３月31日） 

  １株当たり純資産額 315.15 円 １株当たり純資産額 365.85 円 

  １株当たり当期純利益 28.17 円 １株当たり当期純利益 49.35 円 

  
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

28.12 円 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

49.26 円 
 

    前連結会計年度 当連結会計年度 

  
  

（自 平成24年４月１日 （自 平成25年４月１日 

      至 平成25年３月31日）     至 平成26年３月31日） 

  １株当たり当期純利益     

  当期純利益（百万円） 16,867   29,564   

  普通株主に帰属しない金額（百万円） ―   ―   

  普通株式に係る当期純利益（百万円） 16,867   29,564   

  普通株式の期中平均株式数（千株） 598,694   599,090   

        

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

  当期純利益調整額 ―   ―   

  普通株式増加数（千株） 1,092   1,091   

  （うち新株予約権） (1,092 ) (1,091 ) 

  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

―   ―   

 

東ソー株式会社（4042）　平成26年３月期　決算短信

- 20 -



(重要な後発事象) 

当社は、平成26年５月９日開催の取締役会において、100％出資連結子会社である日本ポリウレタン工業株式会社と

の合併契約締結について決議し、合併契約書を締結いたしました。 

  

  

１．合併の目的 

ポリウレタン原料及びその誘導品の製造販売を行っている日本ポリウレタン工業株式会社は、ビニル・イソシアネ

ート・チェーン事業をコアビジネスとする当社の中核子会社であり、当社はイソシアネートの原料であるアニリン、

ＣＯ、塩素等を同社に供給するとともに、同社で副生される塩酸を当社の塩ビモノマー原料として回収・利用し、事

業競争力の強化を図っています。 

また、資本面においては、平成18年４月に当社は日本ポリウレタン工業株式会社を子会社化し、平成20年５月には

出資比率を80.28％に引き上げ、更に平成24年７月には、出資比率100％の完全子会社化を実施するとともに、両社で

の一体的かつ効率的な事業運営体制の構築を進めてまいりました。 

イソシアネート事業を取り巻く経済環境については今後競争激化が予想され、更なる事業環境の変化に対応できる

強固な経営基盤を確立するために、当社と日本ポリウレタン工業株式会社が合併し、迅速な経営判断が可能となる体

制を構築するとともに、アニリン等のイソシアネート原料からイソシアネート製品、誘導品までのウレタン事業の一

貫体制の確立、本社並びに南陽事業所の一元化による運営、今後の研究体制の再編等による経営の効率化等を図るこ

とといたします。 

  

２．合併の要旨 

（1）合併の日程 

合併契約書承認取締役会           平成26年５月９日 

合併契約書締結                   平成26年５月９日 

合併契約書承認株主総会           平成26年６月27日（予定） 

合併の予定日（効力発生日）       平成26年10月１日（予定） 

（注）日本ポリウレタン工業株式会社においては、会社法第784条第１項の規定に基づき、株主総会の承認を必要

としない略式合併の手続きにより行います。 

  

（2）合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、日本ポリウレタン工業株式会社は解散する予定です。 

（3）合併に際して行う株式の発行及び割当 

日本ポリウレタン工業株式会社は100%出資子会社であるため、合併による新株の発行はありません。 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

日本ポリウレタン工業株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．合併当事会社の概要（平成26年３月31日現在）  

 

  

４．合併後の状況 

  当社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

  

５． 実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支

配下の取引として処理する予定です。 

 

（1）商号 
東ソー株式会社 
（存続会社） 

日本ポリウレタン工業株式会社 
（消滅会社） 

（2）事業内容 
各種無機・有機化学製品の製造、加工、販売及び
それに附随関連する業務等 

ポリウレタン原料の製造、加工、
販売及びそれに附随関連する業務
等 

（3）設立年月日 昭和10年２月11日 昭和35年３月４日 

（4）本店所在地 山口県周南市開成町4560番地 東京都港区芝４丁目１番23号 

（5）代表者 代表取締役社長 宇田川憲一 代表取締役社長 濵田治 

（6）資本金 40,633百万円 11,500百万円 

（7）発行済株式数 601,161,912株 3,600,000株 

（8）決算期 ３月31日 ３月31日 

（9）大株主及び 
持株比率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口） 6.58% 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託
口） 5.59% 
株式会社みずほ銀行 3.66% 

東ソー株式会社 100.00% 

 

（10）直近年度の財政状況・経営成績 

  
平成26年３月31日（連結） 平成26年３月31日（単体） 

総資産 （百万円） 721,748   55,473  

純資産 （百万円） 249,797   △55,111  

１株当たり純資産 （円） 365.85   △15,308.74  

売上高 （百万円） 772,272   111,530  

営業利益 （百万円） 41,573   1,638  

経常利益 （百万円） 49,508   2,467  

当期純利益 （百万円） 29,564   2,923  

１株当たり当期純利益 （円） 49.35   811.96  
 

東ソー株式会社（4042）　平成26年３月期　決算短信

- 22 -



５．役 員 の 異 動 

（平成２６年５月９日取締役会） 

 

 

１． 取締役・監査役の異動（平成２６年６月２７日付） 

  

（イ）新任取締役（社外）候補 

村田
む ら た

 博人
ひ ろ と

  （監査役（社外）） 

 

 （ロ）新任監査役（社外）候補 

寺本
てらもと

 哲也
て つ や

  （栄研化学株式会社  代表執行役社長 兼 取締役） 

尾崎
お ざ き

 恒
つね

康
やす

  （西村あさひ法律事務所 福岡事務所 所長） 

 

（ハ）退任取締役 

中馬
ちゅうま

 直
なお

宏
ひろ

   （取締役  四日市事業所長） 

 

なお、中馬直宏氏はプラス・テク株式会社 取締役社長に６月下旬就任予定。 

 

 （ニ）退任監査役（社外） 

笹
ささ

平
ひら

 俊彦
としひこ

  （監査役） 

村田
む ら た

 博人
ひ ろ と

  （監査役） 

 

 

２． 理事の異動（平成２６年６月２７日付） 

 

（イ）新任理事 

相磯
あいいそ

 昌
あき

宏
ひろ

 （副理事 東ソー日向株式会社 常務取締役） 
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中野
な か の

 雅
まさ

雄
お

 （副理事 高機能材料事業部 機能性無機材料部長） 

小山田
お や ま だ

  純
じゅん

 （副理事 化学品事業部 企画管理室長） 

内山
うちやま

 佳之
よしゆき

  （副理事 日本ポリウレタン工業株式会社 執行役員） 

 

（ロ）退任理事 

 

畠 山
はたけやま

 尚
なお

志
し

 （理事 高機能材料事業部 副事業部長 兼 電池材料部長 兼 

        ＣＭプロジェクトチーム マーケティンググループ・リーダー） 

相本
あいもと

 英樹
ひ で き

   （理事 東ソー・クォーツ株式会社  取締役社長） 

大塚
おおつか

 肇
はじめ

    （理事  南陽事業所 副事業所長 兼 環境保安・品質保証部長 

 兼  安全改革推進チーム・リーダー） 

堀
ほり

 比斗
ひ と

志
し

   （理事 環境テクノ株式会社  取締役社長） 

 

   なお、畠山 尚志氏は東ソー・クォーツ株式会社 取締役社長に、相本 英樹氏は

東ソー物流株式会社 専務取締役に、大塚 肇氏は燐化学工業株式会社 取締役社長

にそれぞれ６月下旬就任予定。 

堀 比斗志氏は現職（環境テクノ株式会社 取締役社長）を継続予定。 
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６．補足情報

２０１３年度連結決算概要
平成２６年５月９日

（１）業績
(単位：億円）

（２）指標

為替[TTM期中平均](円/＄) ８２．９１  １００．１７  １７．２５  １００．００  

為替[TTM期中平均](円/EUR) １０６．７８  １３４．２２  ２７．４４  １４０．００  

国産ナフサ価格(円/KL) ５７，４７５  ６７，２７５  ９，８００  ７０，０００  

49円35銭  

１５９  ４９５  

２０１４年度（予想）

東ソー株式会社

86円79銭  

４６０  

４５０  

５２０  

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

１６９  

３３６  

２９６  

増 減

１２７  

21円17銭   28円17銭  

２０１２年度

２０１４年度（予想）

１７１  

増 減

２４５  

１，０３８  

２０１２年度 ２０１３年度

６，６８５  ７，７２３  ８，１００  

４１６  

２０１３年度

　(注）億円未満は四捨五入

（３）トピックス

　　　○ 2014年 秋 予定 南陽事業所のハイシリカゼオライト製造設備の生産能力を増強

　　　○ 2014年 秋 予定 南陽事業所の第三塩化ビニルモノマー製造設備の生産能力を増強
　(４０万トン → ６０万トン/年)

　　　○ 2014年 秋 予定 アミン系環境対応型ウレタン発泡触媒製造設備を新設

　　　○ 2014年 冬 予定 トーソー・ＳＭＤが４５０ｍｍ用スパッタリングターゲット製造設備を新設

１１，７００  １１，４２１  

３０．４  

２，８６２  

△ ２６  

３  

１５３  

４．７  

７  

３２０  

自 己 資 本 比 率 ( ％ )

設 備 投 資 額

減 価 償 却 費

研 究 開 発 費

１１，２６８  

２５．７  

△ ３３  

３，２６０  

期 末 従 業 員 数 ( 人 )

３５０  

期 末 有 利 子 負 債

２６２  

金 融 収 支

１２５  １２２  

２３７  

３１８  

－   

△ ２０  

２７０  △ ２５  

△ ３９８  

△ ３２  

２，７５０  

１３０  
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（４）事業セグメント別増減内訳
（単位：億円）

数量差 価格差 交易条件 固定費差他

売 上 高 １，８７６ ２，２３５ ３５８ １０６ ２５２   －   －

営 業 利 益 １０５ １４８ ４２ １５   － １９ ９ 

売 上 高 ２，３７３ ２，８６３ ４９０ ２６０ ２３０   －   －

営 業 利 益 △ １６ ３９ ５５ ８８   － １４ △ ４７ 

売 上 高 １，３１７ １，５３４ ２１７ ５５ １６２   －   －

営 業 利 益 ９０ １９２ １０２ ３１   － ７０ １ 

売 上 高 ７２７ ６８６ △ ４２ △ ５９ １７   －   －

営 業 利 益 ４４ １３ △ ３１ △ ３０   － ０ △ １ 

売 上 高 ３９１ ４０６ １５ ９ ６   －   －

営 業 利 益 ２２ ２４ ２ ４   － ０ △ ２ 

売 上 高 ６，６８５ ７，７２３ １，０３８ ３７１ ６６６   －   －

営 業 利 益 ２４５ ４１６ １７１ １０９   － １０２ △ ３９ 

（注）億円未満は四捨五入

（５）業績予想
（単位：億円）

数量差 価格差 交易条件 固定費差他

売 上 高 ２，２３５ ２，４０４ １６９ １０２ ６７   －   －

営 業 利 益 １４８ １１８ △ ３０ １１   － △ ７ △ ３４ 

売 上 高 ２，８６３ ２，９５９ ９６ ７３ ２３   －   －

営 業 利 益 ３９ ５７ １９ ３０   － ３４ △ ４４ 

売 上 高 １，５３４ １，５６６ ３２ ７８ △ ４６   －   －

営 業 利 益 １９２ ２４０ ４８ ５９   － △ １２ １ 

売 上 高 ６８６ ７６５ ８０ ８１ △ ２   －   －

営 業 利 益 １３ ２２ １０ １０   － ０ △ １ 

売 上 高 ４０６ ４０６ １ １ ０   －   －

営 業 利 益 ２４ ２２ △ ２ △ ２   － １ △ １ 

売 上 高 ７，７２３ ８，１００ ３７７ ３３５ ４２   －   －

営 業 利 益 ４１６ ４６０ ４４ １０９   － １５ △ ８０ 

（注）億円未満は四捨五入

２０１３年度 ２０１４年度(予想) 増    減

機能商品

エンジニアリング

その他

合計

増  減  要  因

増  減  要  因

増    減２０１３年度２０１２年度

その他

石油化学

クロル・アルカリ

機能商品

エンジニアリング

合計

石油化学

クロル・アルカリ
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